輸出食品等に関する証明書発行について（要望）
　福島第一原子力発電所の事故に伴う諸外国の輸出規制措置に対し、大阪府では、輸出に関係する事業者等への影響を考慮し、国の都道府県に対する「当分の間」との協力依頼に基づき、緊急避難的措置として対応しているとことです。

しかしながら、輸出先国・地域によって書式や証明内容に差異があることなどから、発行に要する時間が過大となっています。

　また、ＥＵは２度にわたり規制の適用期限の延長を行うなど、終息への道筋が見えてはいません。

　今回の福島第一原子力発電所の事故に伴う対応は、国において対処すべき事柄であり、円滑な輸出を可能とするため、不当な輸入禁止等の措置をとらないよう諸外国政府に対し早急に協議されるとともに、現在、主に道府県が行っている証明書の発行は、国の責任において一元的に発行されるよう要望します。
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